
全国労働衛生週間の取り組みについて

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は労働基準行政の推進にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げ
ます。

さて、「全国労働衛生週間」は今年で７２回目を迎え、労働衛生に関する
意識の高揚と、自主的な労働衛生管理活動を通じた労働者の健康確保を
目的に毎年実施されており、全国労働衛生週間を契機に実施される活動
は労働者の健康を確保する上で重要であると考えております。

全国労働衛生週間の実施にあたり、労働衛生に係る統計資料や関係法
令の改正等について、簡単ではございますが取りまとめましたので、ご活用
下さい。
（資料の入手、詳細につきましては、厚生労働省等のホームページ等をご覧ください）

長崎労働基準監督署
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定期健康診断 有所見率の推移
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令和２年 一般定期健康診断結果
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令和２年 定期健康診断 有所見率（業種別・項目別）
長崎監督署管内
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胸部X線 喀痰 血圧 貧血 肝機能 血中脂質 血糖 尿（糖） 尿（蛋白） 心電図

製造業 4.4 12.2 3.6 0.0 19.7 5.6 20.7 35.3 14.4 3.0 3.4 15.4

建設業 6.4 14.6 7.4 0.0 27.1 4.2 25.2 40.0 17.0 4.0 3.9 11.2

運輸交通 9.4 27.9 8.6 0.0 47.4 6.3 34.2 51.0 34.2 8.2 6.1 13.6

商業 7.4 8.8 4.4 0.0 21.9 8.3 18.0 35.6 17.2 3.4 5.3 12.5

金融広告 5.4 5.1 4.6 0.3 17.5 13.4 14.4 37.4 20.6 2.3 5.2 17.5

教育研究 2.7 6.0 2.8 0.0 23.4 9.0 23.3 48.7 21.2 2.2 3.6 13.8

保健衛生 4.3 6.6 5.7 30.3 15.1 9.6 15.3 35.1 10.7 2.1 5.2 12.4

接客娯楽 5.8 14.8 6.3 0.0 26.9 11.6 25.1 42.2 17.2 3.6 5.9 11.7
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脳・心臓疾患の労災補償状況（全国）
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精神障害等の労災補償状況（全国）
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自殺者の推移（全国）
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健康診断の実施と事後措置 ①
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重点事項

① 健康診断の実施及び事後措置の徹底

② 健康診断結果に基づく保健指導の実施

③ 医療保険者が行う特定健診・保健指導
との連携（高齢者の医療確保に関する
法律）

④ 小規模事業場（産業医の選任を要しな
い労働者50人未満の事業場）における
産業保健総合支援センターの活用

健康診断結果の事後措置とは

健康診断の結果について、異常の所見
があると診断された労働者については、
当該労働者の健康を保持するために必
要な措置（就業上の措置の必要性等）に
ついて、医師又は歯科医師の意見を聴く
必要があります。

全国労働衛生週間準備期間（９月）を「職場の健康診断実施強化月間」
と位置づけ、以下の事項についての取り組みをお願いしています。



（診断区分の例）

「異常なし」

「要観察」

軽度、注意、経過観察など。

「要受診」、「要精密検査」については精密検査等の

結果に基づいて判断して下さい。

「要治療」 ＝ 異常所見

異常所見者にかかる医師等からの意見の聴取

異常所見者については、健康保持のための必要な措置（就業
区分）を医師等から確認し、健康診断個人票等に記録を残して
下さい。

「通常勤務」 ：通常勤務可

異常所見があっても適切に治療を継続することで多くの
場合は通常の就労が可能です。

治療中の場合は主治医から就労制限の指示を受けてい
ないか確認して下さい。

「就業制限」 ：勤務に制限を加える必要がある

勤務による負荷を軽減するための措置

労働時間の短縮、 時間外労働の制限、

作業の転換、 就業場所の変更、

深夜業の回数の減少、 昼間勤務への転換など

「要休業」 ：勤務を休む必要がある

療養のため休業、休職等により、一定期間勤務させない
措置。
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健康診断の実施と事後措置 ②

参考

安衛法第66条の4

（健康診断の結果についての医師等からの意見聴取）

事業者は、法第66条第1項から第4項まで若しくは第5
項のただし書又は第66条の2のきていによる健康診断

の結果（当該健康診断の項目に異常の所見があると診
断された労働者に係るものに限る）に基づき、当該労働
者の健康を保持するために必要な措置について、厚生
労働省令で定めるところにより、医師又は歯科医師の
意見を聴かなければならない。

（就業区分の例）



過重労働による健康障害の防止
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長時間労働者に対する面接指導等に
おける留意点

① 労働時間の適正な把握

② 時間外・休日労働時間の算定・
面接指導の申出の手続き

③ 長時間労働者に対する面接指導
等の実施

④ 医師からの意見聴取・面接指導
結果の記録

⑤ 事後措置の実施の際に留意すべ
き事項

⑥ 事業場で定める必要な措置に係
る基準の策定

⑦ 長時間労働者に対する面接指導
等の実施に当たって

過重労働による健康障害の防止には、時間外・休日労働時間の削減等が重要です。

また、やむを得ず長時間にわたる時間外・休日労働を行わせた労働者に対しては、医師による
面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じることが必要です。

詳細につきましては厚生労働省のホーム
ページよりパンフレットをご覧下さい。



長時間労働者に対する面接指導
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１００H①研究開発業務（※１）

申出なし

８０H（改正）

要申出②一般労働者
労働時間に上限規
制がかかる

③管理監督者

義務

義務

義務

労働時間の状況

要申出

要申出

義務（罰則付き）

労働時間の状況

労働時間の状況

（新たな技術、商品又は役務の研究開発業務）

＜面接指導の対象労働者の要件＞

① 申出があった場合の医師による面接指導の対象を、現行の「１月当たり100時間

超」から「１月当たり80時間超」に見直し。

② １月当たり80時間超の時間外・休日労働を行った労働者に対し、労働時間の状況

に関する情報を算定後、速やかに通知することを事業者に義務付け。

 「算定」＝毎月１回以上一定の期日を定めて行う（安衛則52条の2 第2項）

 「通知」＝書面、電子メール、時間外・休日労働時間数が記載された給与明細でも可

（安衛則52条の2 第3項）

 申出しやすい環境整備（様式、窓口設定等体制の整備、申出方法の周知）

 対象労働者について衛生委員会等において速やかに調査審議（原因・対策等）を行う。

（安衛則22条）



ストレスチェック制度 ①

ストレスチェック制度の目的

ストレスチェック制度は、定期的に労働者のスト
レスの状況について検査を行い、本人にその結
果を通知して自らのストレスの状況について気付
きを促し、個人のメンタルヘルス不調のリスクを低
減させるとともに、検査結果を集団的に分析し、
職場環境の改善につなげることによって、労働者
がメンタルヘルス不調になることを未然に防止す
ること（一次予防）を主な目的としたもので、平成
27年12月に施行されました。

制度の実施義務のある事業場

衛生管理者や産業医の選任義務と同様、常時50人

以上の労働者を使用する事業場にストレスチェック制
度の実施義務があります。

この場合の「労働者」には、パートタイム労働者や
派遣先の派遣労働者も含まれます。

また、それ以外の事業場（常時50人未満の労働者

を使用する事業場）については、ストレスチェック制度
は当分の間、努力義務とされていますが、労働者の
メンタルヘルス不調の未然防止のため、できるだけ実
施することが望ましいことから、国では様々な支援を
行っています。

①導入前の準備

ストレスチェックの実施者、実施事務従事者、実施
結果の取扱いなど実施体制を検討して下さい。

②ストレスチェックの実施

労働者がストレスチェックを受けることは義務では
ありませんが受験を勧奨しましょう。

③本人への結果の通知

結果（ストレスの程度の評価、高ストレスか否か、医
師の面接指導が必要か否か）は、実施者から本人に
直接通知します。

④面接指導の申し出

「高ストレス」と判断された労働者で、本人が面接指
導の実施を申し出た場合は、医師による面接指導を
実施する必要があります。

なお、面接指導の申し出は、結果が通知されてから
1か月以内に行う必要があります。

13

制度の概要



ストレスチェック制度 ②
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⑤医師による面接指導の実施

面接指導は、本人の申し出があってから概ね1か

月以内に実施する必要がありますので、医師とも調
整のうえ、実施日時の設定を行います。

面接指導を行った医師からは就業上の措置（通常
勤務、就業制限、休業）に関する意見を聴きます。

⑥就業上の措置の実施

医師の意見に基づき、必要がある場合には、該当
労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の
転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の
措置を検討・決定しましょう。

⑦集団ごとの集計・分析、保存

結果を集団ごとに集計・分析し、職場ごとのストレ
ス状況を把握し、職場環境の改善に取り組みます。

⑧労働基準監督署への結果報告

実施後は、規定の様式により実施状況を労働基準
監督署に報告して下さい。

詳細につきましては厚生労働省の
ホームページよりパンフレット
をご覧下さい。



医師による面接指導結果の報告書・意見書の様式例
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長崎産業保健総合支援センター
地域産業保健センター
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業務のご案内

職場の健康づくりについて、無料で以下の研修、相談、支援を行っています。



働く高齢者の特性に配慮した職場づくりを進めましょう
エイジフレンドリーガイドライン
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令和2年3月に高齢者が安心して安全に働ける職場環境づくりについて「高年齢労働者の安全と健康確保のた

めのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）」が策定され、職場環境の改善について以下取り組みを求め
ています。

 視力や明暗の差への対応能力の低下に対する改善

（通路、作業場所の照度の確保、照度の極端な変化の解消）

 階段への手すりの設置、通路の段差の解消と解消が不可能な場合の注意喚起の標識等の掲示

 床や通路の滑り対策（防滑素材、防滑靴、原因となる油分・水分等のこまめな除去等）

 保護具等の着用

 年齢によらず聞き取りやすい音域の警報音の採用、指向性スピーカーの検討

 定常的に発生する騒音の低減

 暑熱環境への対応（涼しい休憩所、服装の改善、熱中症の初期症状を把握できるウェアラブルデバイス
等の機器の利用）

 重量物取り扱いへの対応（補助機器の導入、作業台の高さ・配置の改善、身体機能補助機器（パワーア
シストスーツ等）の導入）

 介護作業等への対応（リフト、スライディングシート等の導入による抱え上げ作業の抑制）

働く高齢者は過去10年間で1.5倍に増加しています。

こうした中、60歳以上の労働災害の割合も増加しており、労働災害の1/4以上を占めています。
中でも、転倒災害、墜落・転落災害の発生率が若年層に比べて高く、女性で顕著です。

また、高齢になると重症化し（骨折等）、休業期間が長くなる傾向にあります。



エイジフレンドリーガイドラインと職場環境改善費用の補助
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詳細につきましては、厚生労働省のホームページに掲載されている資料（パン
フレット等）をご覧下さい。



働く人に安全で安心な

店舗・施設づくり推進運動

小売業、社会福祉施設、飲食店におい
て増加している労働災害の減少を図る
ため、「働く人に安全で安心な店舗・施
設づくり推進運動」を展開し、

①本社・本部での実施事項

②店舗・施設での実施事項

についてチェックリストを作成し取り組み
をお願いしています。

また、中災防では中小規模事業場の
安全衛生サポート事業として、店長会議
など店舗の方が集まる機会を活用した
安全衛生に関する研修会（集団支援）や、
安全衛生の技術専門家の派遣によるア
ドバイス（個別支援）を無料で行っていま
すのでご活用下さい。

安全衛生サポート事業

経営トップ、管理職等にお勧めのセミナー

安全衛生トップセミナー ゼロ災害全員参加運動トップセミナー

危険予知（KY）訓練関連研修

ゼロ災害全員参加運動プログラム研究会

危険予知（KY）活動トレーナー研修会
指差し呼称の定着研修会

腰痛予防、転倒災害防止関連セミナー

転倒災害防止のための
身体機能向上セミナー

管理・監督者向け
転倒予防・腰痛予防セミナー

メンタルヘルス関連研修・セミナー、中災防ストレスチェックサービス

メンタルヘルス対策に活かす
職場環境改善のすすめ方セミナー

中災防ストレスチェックサービス
（ヘルスアドバイスサービス）

安全衛生の技術専門家の派遣サービス

「職場の安全衛生診断と改善指導」
「企業内安全衛生教育・講演会への講師派遣」

詳しくは 「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」特設サイト

19



化学物質を扱う際には保護具を適切に使いましょう

20

化学物質による薬傷災害・やけどが発生しています。
また、清掃業、社会福祉施設では、洗浄剤等から気化した化学物質を吸引する災害も発生しています。



電離放射線障害防止規則の改正

21

令和3年4月より、被ばく限度の引き下げ、線量の測定方法等の一部変更など改正されています。



医療保健業に従事する皆さまへ

線量測定は適切な方法で実施してください

22



「溶接ヒューム」及び「塩基性酸化マンガン」が
特定化学物質（第2類物質）になります。

溶接ヒューム及び塩基性酸化マン
ガンについて、神経障害等の健康障
害を及ぼすおそれがあることから、
これらの物質を特定化学物質（第2類

物質）として加える改正が行われま
した。

（令和3年4月1日より施行・適用）

改正内容の詳細につきましては、
厚生労働省のホームページに掲載さ
れている改正内容に関する資料（パ
ンフレット等）をご確認下さい。

23



24

アーク溶接 （屋内作業） アーク溶接 （屋外作業）



屋内作業場において金属アーク溶接作業を実施する中小企業の皆様へ

法令の適用を前に溶接ヒュームの濃度測定を行う中小企業事業者に、
測定費用の一部を支援する制度が設けられました。

25



石綿対策の規制が強化されます①

過去に建材として建築物に使用され
た石綿は今も多くの建築物に残ってお
り、今後これらの建築物の解体・改修
は増加すると考えられています。

また、これまでの作業について、事
前調査の実施、届出、飛散防止・ばく
露防止対策に問題があると指摘された
作業が散見されており、これらの状況
を踏まえ、石綿障害予防規則等の改正
が行われ、令和2年10月より順次施行
されています。

詳細につきましては、厚生労働省
ホームページ「石綿パンフレット等」
をご確認ください。

26



石綿障害予防規則の改正の概要②

工事開始前の石綿の有無の調査

 工事対象となるすべての部材について、石綿

が含まれているかを事前に設計図書などの文書

と目視で調査（事前調査）し、調査結果の記録を

3年間保存することが義務になります。

（令和3年4月～）

 事前調査は、厚生労働大臣が定める講習を修

了した者等に行わせることが義務になります。

（令和5年10月～）

工事開始前の労働基準監督署への届出

 これまで、石綿保温材の除去等の作業（レベル

2）については「作業届」として作業の開始前まで

に届け出を提出していましたが、改正後は安衛

法第88条第3項の建設工事の対象に追加され、

建設工事の計画届として作業開始の14日前まで

に労働基準監督署に届け出ることが義務になり

ます。

（令和3年4月～）

 次のいずれかの工事を行うときは、石綿等の

使用の有無に関係なく、事前調査の結果等を電

子システムで届け出ることが義務になります。

（令和4年4月～）

27

種 別 調査できる対象物

 特定建築物石綿含有建材
調査者

 一般建築物石綿含有建材
調査者

※令和5年9月までに日本アス

ベスト調査診断協会に登録さ
れた者

すべての建築物

一戸建て等石綿含有建材
調査者

一戸建ての住宅、

共同住宅の住戸の
内部

 解体部分の床面積が80㎡以上の建築物の解体

 請負金額が100万円以上の建築物の改修工事

 請負金額が100万円以上の工作物の解体工事又は

改修工事



石綿障害予防規則の改正の概要③

石綿含有仕上塗材の除去工事に対する規制

（令和3年4月1日～）

石綿含有仕上げ塗材を、電動工具（ディスクグライン
ダー、ディスクサンダー）で除去するときは、ビニルシー
トなどにより作業場所を隔離し、常時湿潤な状態に
保って作業することが必要となります。

※ 作業場所の隔離は負圧に保つ必要はありま
せん。

※ 常時湿潤な状態に保つ措置には、剥離剤を
使用する方法が含まれます。

※ 高圧水洗工法、超音波ケレン工法等の場合
は作業場所の隔離は不要です。

調査結果の作成・保存、掲示
（令和3年4月1日～）

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事
に対する規制
（令和3年4月1日～）

成形板等の除去工事に対する規制
（令和2年10月1日～）

建材を湿潤な状態にすることが困難な場合
の措置
（令和3年4月1日～）

写真等による作業の実施状況の記録
（令和3年4月1日～）

労働者ごとの作業記録項目の追加
（令和3年4月1日～）

28

「石綿含有仕上げ塗材」とは

セメント、合成樹脂等の結合材、顔料、骨材等を
主原料とし、主として建築物の内外の壁又は天井
を、吹付け、ローラー塗り、こて塗等によって立体
的な造形性を持つ模様に仕上げる材料としてJIS A
6909に定められている建築用仕上塗材のうち、石
綿等が使用されているものをいいます。



あんぜんプロジェクト

あんぜんプロジェクトでは「見える」安全
活動コンクールを開催し、安全活動の創
意工夫事例を募集しています。

応募いただいた事例は、企業名ととも
にホームページ（あんぜんプロジェクト）
に掲載され、安全対策に積極的に取り組
んでいる企業であることをアピールするこ
とができます。

令和3年度についてもコンクールが実
施されますので奮ってご応募下さい。
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「アクションZERO」 ～長崎ゼロ災6か月運動～

長崎労働局は、企業の自主的な災害
防止活動の普及定着を目指して、事業
場参加型の無災害運動「アクションZERO 
長崎ゼロ災運動」を展開しております。

今年度で第７回目を迎える「アクション
ZERO 長崎ゼロ災運動」は、全国安全週
間の本週間である7月から労働災害が
多発する12月までの6か月間実施します。

申込期間（5月20日～6月30日）は設けら

れていますが、運動の拡大推進のため
10月末まで随時参加できます。

また、建設現場については運動期間
中に1月以上の工事を施工する現場で
参加可能です。

自主的な安全衛生活動を更に充実さ
せるためにも本運動への参加をお願い
致します。

30



外国人労働者の労働災害が増加しています。
安全衛生教育には適切な配慮をお願いします。

31

「職場のあんぜんサイト」では、建設業、製造業、商業、接客・娯楽業、清掃業、農業、漁業
などの業種や作業内容に対応した安全衛生教育教材（最大14言語）が利用できます。
教材は、マンガ・動画教材のほか、未熟練者に対する安全衛生教育マニュアル、技能講習
補助教材があり、無料で使用でき、ダウンロードもできます。



安全衛生法関係の届出について
インターネットを利用して作成できます。

32

現在、以下の報告様式について、インターネットを利用して作成できます。

 労働者死傷病報告

 定期健康診断結果報告書
 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告書
 総括安全衛生管理者・安全管理者・衛生管理者・産業医選任報告
 じん肺健康管理実施状況報告
 有機溶剤等健康診断結果報告書

注意：本サービスでは、申請や届出のオンライン申請はできません。
作成した帳票は印刷し、所轄の労働基準監督署に提出してください。


